
令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の効果検証
太宰府市

事業
番号

所管課 事業名 事業の概要
総事業費
（円）

交付金
充当額
（円）

実績 事業の効果

1 学校教育課 小学校給食費臨時補助金交付事業
コロナ禍において、物価高騰に直面する生活困窮者等への支
援として学校生活を送る小学生の給食費の一部を補助し、学
校給食の質の維持と、生活の下支えを行う。

14,901,610 14,901,610 支援学校数：7校
新型コロナウイルス感染症の流行下において、小学生の給食
費の負担軽減を図ることができ、生活の下支えを行う目的を
達成できた。

2 保育児童課 保育所等給食支援費補助金

コロナ禍における物価高騰への対策として、給食の材料費高
騰分の一部を補助することにより、保育施設において、これ
まで通りの栄養バランスや量を保った給食の実施のほか、給
食費増額を抑止することで保護者の経済的負担増の防止を図
る。

17,203,000 9,152,000
支援施設数：15施設
支援総額：17,203,000円

コロナ禍における物価高騰への対策として、給食の材料費高
騰分の一部を補助することにより、保育施設において、これ
まで通りの栄養バランスや量を保った給食の実施のほか、給
食費増額を抑止し、保護者の経済的負担を軽減できた。

3 産業振興課 プレミアム付地域商品券事業

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰に直
面した生活者を支援するため、販売額にプレミアム分上乗せ
した独自の商品券を発行し、生活者の経済的負担軽減を図る
とともにキャッシュレス化の推進を図る。

29,958,750 10,403,088
商品券発行枚数：20,000枚
商品券発行総額：240,000千円

プレミアム付地域商品券を発行することにより、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けている生活者や事業収入が減少
している中小企業・個人事業主を支援することで、地域経済
の活性化につながった。

4 産業振興課
キャッシュレス購入困難者向け商品券
事業

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰に直
面した生活者を支援するため、販売額にプレミアム分上乗せ
した独自の紙製の商品券を発行し、生活者の経済的負担軽減
を図るとともにキャッシュレス困難者に対する支援を行う。

15,596,272 15,596,272
商品券発行冊数：3,957冊（1冊500円×24枚）
商品券発行総額：47,484千円

プレミアム付地域商品券を発行することにより、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けている生活者や事業収入が減少
している中小企業・個人事業主を支援することで、地域経済
の活性化につながった。

5 地域コミュニティ課 コミュニティバス運行支援金
コロナ禍における原油価格をはじめとする物価高騰により負
担が生じている運行事業者を支援する。

3,000,000 3,000,000 支援事業者数：2社 支援金額：3,000,000円
新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者へ支援
金を交付することで、コミュニティバスの運行の維持につな
がり、非常に効果的であった。

6 福祉課
障がい福祉サービス事業所物価高騰支
援補助金

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰によ
る影響を価格転嫁することが難しい市指定特定相談支援事業
所等に支援金を給付することで、障がい者及び障がい児が引
き続き安定的に支援を受けることができる体制を確保する。

139,000 139,000
給付件数：5件
給付総額：139,000円

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰によ
る影響を価格転嫁することが難しい市指定特定相談支援事業
所等に支援金を給付することで、障がい者及び障がい児が引
き続き安定的に支援を受けることができる体制の確保につな
がった。

7 介護保険課 高齢者施設等物価高騰対策支援金
コロナ禍における原油価格、物価高騰により負担が生じてい
る高齢者施設等に対し、支援金を給付することにより、介護
サービスの質を確保する。

5,316,700 5,316,700
補助事業所数：35事業所
給付総額：5,316,700円

通所系、訪問系、入所系の施設形態に応じ、光熱費・燃料
費・食材費・物品購入費を補助することで、コロナ禍におけ
る原油価格や物価高騰により負担が生じている高齢者施設等
の負担を軽減し、介護サービスの質を確保することができ
た。

8 保育児童課 保育所等物価高騰対策補助金
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰によ
り負担が生じている保育所等に対し、光熱費の一部を補助す
ることにより、保育サービスの質の確保を図るもの。

2,895,500 1,470,250
支援施設数：11施設
支援総額：2,895,500

エネルギー・食料品価格等の物価高騰により負担が生じてい
る保育所等に対し、光熱費の一部を補助することにより、保
育サービスの質の確保へつながった。

9 高齢者支援課 高齢者世帯（非課税世帯以外）支援

長引くコロナ禍に加え、電力・ガス・食料品等の価格高騰に
よる負担増に鑑み、年金生活者を中心とする高齢者がいる世
帯の生活を支援するため、高齢者物価高騰緊急支援給付とし
て、商品券を配付する。

99,468,376 99,445,296
商品券給付冊数：8,640冊（500円×20枚）
商品券給付総額：86,400千円

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の高騰により負
担が増えている高齢者世帯の支援対策として、エネルギー・
食料品価格等高騰低所得世帯支援給付金の対象とならなかっ
た高齢者世帯に対し商品券を配付することにより、経済的負
担の軽減と生活の安定につながった。

10 学校教育課 給食費臨時補助金
コロナ禍において、物価高騰に直面する生活困窮者等への支
援として学校生活を送る小中学生の給食費を無償化し、学校
給食の質の維持と、生活の下支えを行う。

94,762,168 69,962,437 支援学校数：11校
新型コロナウイルス感染症の流行下において、小中学生の保
護者の負担軽減を図ることができ、子育て支援を行う目的を
達成できた。

11 学校教育課 小中学校の感染拡大防止対策事業
コロナ禍における感染拡大防止のため増加する教員の業務負
担軽減を目的とした教員業務支援員を配置する。

3,368,640 1,976,640 スクール・サポート・スタッフ配置人数：11人
学校内の消毒作業、検温作業を適切に実施することができ、
教職員の負担軽減保護者、教職員、児童生徒の感染症予防へ
の安心感につながった。
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12 元気づくり課 帯状疱疹予防接種費用助成事業

コロナ禍における外出制限や在宅勤務等による運動量の低下
やストレスの増大により抵抗力が低下し、帯状疱疹の発症が
増加する恐れがあることから、予防接種費用の一部を助成
し、帯状疱疹の発症を抑制する。

7,455,185 3,404,259
申請件数：807件
助成総額：7,455,185円

任意接種である帯状疱疹予防接種費用の一部を助成すること
により、帯状疱疹予防接種の促進を行うことが出来た。また
そのことにより、コロナ禍の影響により発症する帯状疱疹の
発症抑制の一助となった。

13 学校教育課 学校保健特別対策事業費補助金

コロナ禍において、各学校が感染症の影響を最小限に止めつ
つ学校教育活動を継続できる環境を維持するため、学校の感
染者の発生に伴う対応やその後の教育活動継続等に要する取
組及び学校における効果的な換気対策に係る取組を実施する
に当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができ
るよう、学校教育活動体制の整備を支援する経費を補助す
る。

8,746,938 4,373,938 支援学校数：11校

新型コロナウイルス感染症の流行下において、各学校が感染
症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習保障をするための
取組を実施するに当たり、各学校毎の必要な物を校長の判断
で迅速かつ柔軟に対応でき、教育活動の円滑な運営を支援で
きた。

14 学校教育課 学校保健特別対策事業費補助金

コロナ禍において、各学校が感染症の影響を最小限に止めつ
つ学校教育活動を継続できる環境を維持するため、学校の感
染者の発生に伴う対応やその後の教育活動継続等に要する取
組及び学校における効果的な換気対策に係る取組を実施する
に当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができ
るよう、学校教育活動体制の整備を支援する経費を補助す
る。

7,675,095 3,842,095 支援学校数：11校

新型コロナウイルス感染症の流行下において、各学校が感染
症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習保障をするための
取組を実施するに当たり、各学校毎の必要な物を校長の判断
で迅速かつ柔軟に対応でき、教育活動の円滑な運営を支援で
きた。

15 生活支援課
新型コロナウイルス感染症セーフティ
ネット強化交付金

新型コロナウイルス感染症や物価高騰等への対応として緊急
に必要となる生活や住まい等に関する支援について、地域の
実情に応じて、柔軟かつ機動的に実施することを目的とす
る。

21,598,055 5,159,818
面接相談員：1名
事務補助員：1名
相談支援員：4名

新型コロナウイルス感染症等への対応として緊急に必要とな
る生活や住まい等に関する支援について、相談窓口を増員す
ることで、地域の実情に応じて、柔軟かつ機動的に実施する
ことが出来た。


